専門業務型裁量労働制に関する協定

　○○○○株式会社と○○○○株式会社従業員代表△△△△は、専門業務型裁量労働制について、次のとおり協定する。

（専門業務型裁量労働制）

第１条　会社は、裁量労働に従事する者（以下「裁量労働従事者」という）に対して当該業務の遂行方法や時間配分の決定に係る具体的な指示を行わず、本人の裁量に委ねるものとする。

（対象業務）

第２条　本協定における対象業務は、以下の各号に掲げるものとする。

　（１）新商品の開発

　（２）新たなデザインの考案

（裁量労働従事者）

第３条　裁量労働従事者は第２条の業務に従事し、会社が裁量労働により業務を遂行することが適切と認めた者とする。

（みなし労働時間）

第４条　本協定にもとづく裁量労働制を適用する場合の１日の所定労働時間は９時間とする。

（裁量労働従事者の健康・福祉確保措置）

第５条　会社は裁量労働従事者の健康・福祉確保のため、次の措置を講じるものとする。

　（１）裁量労働従事者に所定の方法により出退勤時刻を記録させ、裁量労働従事者の在社時間を把握する

　（２）会社は裁量労働従事者の在社時間の状況から、必要と認めたときは、その者と健康状態、勤務状況等について面談する

　（３）会社は、前号の面談の結果必要と認めたときは産業医の指導を求め、健康診断、休暇取得等必要な措置を講じる

（苦情処理）

第６条　裁量労働従事者から裁量労働制の運用、裁量労働従事者の人事評価、健康状態等に関する苦情があった場合の相談窓口は、人事部とする。

２．前項の相談窓口担当部署は、裁量労働従事者から苦情があった場合、本人から事情を聴取の上、適切な措置を講じるものとする。

（協定の有効期間）

第７条　本協定の有効期間は平成○年○月○日から平成○年○月○日とする。

（記録の保存）

第８条　会社は第５条、第６条にもとづいて講じた措置に関する記録を、本協定の有効期間および有効期間満了後３年間保存する。

平成○○年○○月○○日

· ○○○株式会社　　　　　　　　　　　　　

代表取締役　□□□□　　　　　　　　　印

○○○○株式会社　　　　　　　　　　　　

従業員代表　△△△△　　　　　　　　　印

